
スタッフのＮＭＰ大量出向が始まる 
ＮＥＣはこの 4・5 月に経理・財務・資材・計画スタッフを中心に１０００人以上をＮＥＣマネージメ

ントパートナ（以降、ＮＭＰ）に出向させました。ＮＭＰはこれで３１００人となりましたが、来年以降

１０００人ずつ出向し、２年後には５０００人規模の会社になるとしています。 

ＮＭＰは、５０００人規模の大企業でありながらその大半を出向社員で構成する異常な会社になります。 

問題が次々と明らかに 
スタッフ業務は企業の基幹業務であり、別会社への業務移管

は無謀と言わなければなりません。 

従業員から様々な批判と不安の声が上がっています。 

・「分割損が発生し、却って人が増える」 

  業務移管といってもＮＥＣ側に発注や管理などの仕事 

が残り組織の分割損が発生します。１２月にフロアが 

移ればもっと人手不足が深刻になり、結局「隠れスタ 

ッフ」を雇う事になるという声も出ています。 

 ・「本体から切り離して無茶苦茶な人員削減が心配」 

    この施策の最大の目的は、販売間接費の３割削減です 

から人員削減になります。関連会社に押し込めて、 

業務委託料削減をテコに人員削減を徹底的に行うことが予想されます。 

 ・「海外一流企業のマネをして大丈夫？」 

    ＮＥＣがＳＧＡ率の目標にあげたシーメンス（総合電機）・アクセンチュア（コンサル）は世界

に君臨する多国籍企業です。海外比率 20％で業態も企業規模も異なるＮＥＣがＳＧＡ率だけ真似

をするのは無謀としか言えません 

 ・「ＮＥＣにもう戻れないのでは」 

    通常の出向は職務も期間も限定して出向し、仕事が終われば元の職場に戻るのですが、今回は１ 

年後には元の職場の籍もなくなり、片道切符の出向になっています。 

多くの人はＮＥＣを希望して就職しており、本人の承諾のない事実上の移籍は脱法行為といえま 

す。 

 無謀な業務移管の中止を 
ラインとスタッフは協力して事業を遂行しており、これを別 

会社化し業務委託にすれば、円滑な業務遂行、トラブルや変 

化への対応、従業員のモラル低下など、どれをとってもマイ 

ナスに働き、こんな危険な事は日本中どこの会社もやりません。 

右表はＮＥＣ－Ｇの最近の業績推移ですが、こんなギャンブ 

ルをしなければいけない経営状態ではありません。 

ＳＧＡの引き下げと言いますが本当の目的は営業利益率 10％ 

の経営業績を手に入れる事です。地道な経営努力なしに優良 

企業の業績が手に入るならどこもやっています。 

ＮＥＣは、従業員を路頭に迷わせかねない無謀な業務移管を止め 

るべきです。     

リストラ掲示板にみなさんのご意見をお寄せください。 

 2012 2013 2014 

売上 30,716 30,431 29,517 

海外比率 15.7 18.7 20.0 

ＳＧＡ率 26.5 26.6 26.2 

営業利益 1,146 1,062 1,281 

営業利益率 3.7 3.5 4.4 

ＮＥＣ－Ｇの業績推移 単位：億円 

SGA 率：販売間接費の対売上比率 

ＮＥＣ＆関連労働者ネットワーク 2015年 8月 
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Tel＆Fax 03-6450-1777  

Email：denkiunion@gmail.com 

URL（http://www.denki-joho.jp/） 

労働法制改悪案は、撤回・廃案を！ 
安倍政権は、労働者派遣法改正、残業代ゼロ法案、首切り自由化法案という労働法制改悪の成立をねら

っています。これらの法案が通ってしまうと、生涯派遣のまま、残業代はゼロ、首切りが自由になるなど、

労働者にとって良いことはなく生活破壊に陥ってしまいます、ぜひ、職場から反対の声をあげましょう。 

労働者派遣法の改正は、正社員を派遣に置き換えるもの 
昨年２度も廃案になった労働者派遣法の改正案が６月、自民党、公明党の賛成多数で衆議院を通過し、

参議院で審議中です。改正案は、企業が派遣労働者を受け入れる期間（現行 3年間）の制限を事実上撤廃

するもので、同じ業務でも人を替えればいつまでも派遣ができ、別の部署に異動させれば同じ労働者を派

遣できます。派遣労働者にとっては、派遣から正社員化の道が閉ざされ派遣が一生涯続き、正社員は派遣

労働者に置き換えられる恐れがあります。 

高度プロフェッショナル制度の行きつく先は、一般社員の残業ゼロ化 

残業代ゼロ法案（高度プロフェッショナル制度）は、「高度の専門的知識を必要とする業務に従事する年収１０７

５万円以上の労働者について、労働時間、休日、深夜の割増賃金等の規定を適用除外」にするというものです。し

かし、実際には、成果を出すためには労働者は、際限のない長時間労働を強いられることになります。 

日本経団連は、対象者を年収４００万円以上にしようと目論んでおり、一般社員にまで残業ゼロを強いるねらい

があります。 

解決金制度は、不当な解雇の場合でもお金で首切りできるもの 

政府の規制改革会議は６月１６日、解雇の問題をお金で解決する解決金制度（金銭解決）の導入に向け、年内

にも有識者会議を設置して検討すべきと安倍首相に答申しました。 

解雇解決金制度は、２００２年、２００６年に厚生労働省の審議会で議論されましたが、「解雇が容易になる」という

労働側の反対で見送られました。裁判で解雇が無効（不当）との判決が出た場合に、職場復帰ではなく、企業が一

定のお金を払えば解雇を可能にするというものです。 

ＮＥＣ埼玉、長野の工場閉鎖が不安 
ＮＥＣは２月２７日、ＮＥＣ埼玉、ＮＥＣ長野を２０１６年度末までに閉鎖すると発表しました。 

新聞報道によると、「ＮＥＣ埼玉の従業員５００人は、甲府市のサーバー工場などグループ内の生産拠点に移し、

ＮＥＣ長野の１９０人は掛川市の生産子会社のルータ―工場に移す。今後２年間で設備や人員を段階的に移し人

員削減は行わない。家庭の事情などで異動が難しい従業員には、ニーズにより早期退職に伴う退職金の優遇など

も検討する」としていますが、遠地への異動は大変なこと、無理な退職勧奨などを行わないようにすべきです。 

困った時には、ひとりで悩まずにご連絡ください。 

 

 

 

 

 

 

「戦争法案」で企業の技術者も派遣に 

国会で戦争法案（国際平和支援法＋平和安全法制整備法）

が審議されていますが、実は、アフガニスタンの対テロ報復

戦争の時インド洋上で給油活動を行った海上自衛隊艦船を修

理するため民間企業の技術者が計１６人も業務命令で派遣さ

れました。技術者は「現場で何が起きても防衛庁の責任を免

除する」という誓約書まで書かされていました。自衛隊が保

有する船舶や航空機、武器などにはハイテクシステムや電子

部品が組み込まれているため、故障や修理を自衛隊員のレベ

ルで対応しきれないことがあるからです。 

 

http://www.denki-joho.jp/

